
問2 市販の会計ソフトを使って経理処理や申告書の作成などを行っている場合には、

国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等は認められますか。 

回答 

国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等を行う場合は、法令で定められた要件を

満たし、税務署長等の承認を受ける必要があります。 

したがって、税務署長等の承認を受けることなく、市販の会計ソフトを使用して、紙による保

存等に代えて、電磁的記録等による保存等を行うことは認められません。 

なお、電磁的記録等による保存等を行う場合の具体的な要件については【問 13】をご覧く

ださい。 

解説 

国税関係帳簿書類は申告納税制度の基礎となる重要なものであるため、その電磁的記録

等による保存等は、適正公平な課税が損なわれることがないように法令で定められた要件を

満たし、税務署長等の承認を受けた場合に限り認められます。 

そのため、使用している会計ソフトに例えば電磁的記録の訂正・削除の履歴を確認できる

機能が備わっていない場合は、法令で定める要件を満たしていないため、当該ソフトを使用し

て作成した帳簿については電磁的記録等による保存等は認められないことから、紙出力して

保存等を行うことになります。 

 


